大阪府教育委員会規則第　号

大阪府教育委員会通則の一部を改正する規則
　大阪府教育委員会通則（昭和二十四年大阪府教育委員会規則第一号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	第二条　教育長の職務代理者、事務の委任及び臨時代理、事務局の機構及び職員（臨時の者及び非常勤の者（地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十八条の五第一項に規定する短時間勤務の職を占める職員以外の職員に限る。）を除く。）の職の設置並びに公告式等については、法令又はこれに基づく条例に定めのあるもののほか、この規則の定めるところによる。

第三条　教育長は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号。以下「法」という。）第十三条第二項の規定によりその職務を行う委員（以下「教育長職務代理者」という。）を指名したときは、その氏名を告示する。

２　教育長職務代理者は、法第十三条第二項の規定により教育長の職務を行うに当たっては、法第二十五条第四項の規定により次に掲げる事務を第十一条に規定する教育次長に委任する。
　一　教育委員会の権限に属するすべての事務をつかさどること。
　二　事務局の事務を統括し、所属の職員を指揮監督すること。
第四条　教育長及び委員が、法第十条の規定により知事及び委員会の同意を得ようとするときは、文書による辞職願を、委員会に提出しなければならない。
第五条　（略）
第六条　（略）
第七条　教育長は、法第二十五条第一項の規定により委任された事務のうち重要なもの又は委員会が必要と認めるものの管理及び執行の状況を、毎年、委員会に報告しなければならない。
２　教育長は、前条の規定により臨時に代理した事務の管理及び執行の状況を、毎年、委員会に報告しなければならない。
第十条　（略）
第十一条　教育次長は、教育長を補佐し、単独の課の事務を監督する。
第十二条　（略）
第十三条　（略）
第十四条　（略）
第十五条　前七条に定めるもののほか、事務局の処務に関し必要な事項は、別に定める。
第十六条　（略）
第十七条　前条の規定により委員会規則又は規程を公布しようとするときは、公布の旨の前文、年月日及び教育長名を記入して教育長の印を押すものとする。

附　則

　この規則は、公布の日から施行し、昭和二十四年十月十七日から適用する。
	　  　第一章　総則

第二条　委員会の委員長の選挙、事務の委任及び臨時代理、事務局の機構及び職員（臨時の者及び非常勤の者（地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十八条の五第一項に規定する短時間勤務の職を占める職員以外の職員に限る。）を除く。）の職の設置及び公告式については、法令又はこれに基づく条例に定めのあるもののほか、この規則の定めるところによる。
　  　第二章　委員長

第三条　削除

第四条　委員長が辞職しようとするときは、文書による辞職願を委員会に提出して、許可を得なければならない。
第五条　委員長が欠けるに至ったときは、委員長の選挙は、その欠けた日から二十日以内に、これを行わなければならない。
第五条の二　委員会は、委員長を選挙したとき及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号。以下「法」という。）第十二条第四項の規定により委員長の職務を行う委員を指定したときは、その住所及び氏名を告示する。
　 　 第三章　教育委員の辞職

第六条　教育委員が、法第十条の規定により知事及び委員会の同意を得ようとするときは、文書による辞職願を、委員会に提出しなければならない。
　　　第四章　事務の委任、臨時代理

第七条　（略）
第七条の二　（略）
　  第五章　事務局の機構及び職員
第九条の二　（略）
第九条の三　教育次長は教育長を補佐し、単独の課の事務を監督し、教育長に事故があるとき、又は教育長が欠けたときは、別に定めがある場合を除き、その職務を代理する。
第九条の四　（略）
第九条の五　（略）
第九条の六　（略）
第十条　この章に定めるもののほか、事務局の処務に関し必要な事項は、別に定める。
　第六章　削除
第十一条から第十二条の四まで　削除
　第七章　公告式
第十三条　（略）

第十四条　前条の規定により委員会規則又は規程を公布しようとするときは、公布の旨の前文、年月日及び委員長名を記入して委員長の印をおすものとする。
　　　附　則

第十五条　この規則は、公布の日から施行し、昭和二十四年十月十七日から適用する。

	
	


附　則
この規則は、平成二十七年四月一日から施行する。
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